
平成３０年度当初予算案のポイント 

平成３０年２月 

和歌山県財政課 



１．予算の全体像 

予算規模 

 歳 出  ５，５３５億円 

 （対前年度△１２０億円、△２．１％） 

 歳 入  ５，５２５億円 

  

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、 

   端数において合計とは一致しない場合がある。 

収支不足額 

 歳出歳入差引 １０億円（前年度０円 ） 

    財政調整基金の取り崩しにより補てん 

 ◆財政調整基金残高（30年度末見込） ３１億円 

 ◆県債管理基金残高（30年度末見込）１７８億円 
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（億円） 当初予算規模の推移 
 

 
■歳出の概要 
 

 ・新政策関連予算、社会保障関係費の確保 
 

 ・わかやま中小企業元気ファンドの造成終了による減 
                         （△１３２億円） 
 

■歳入の概要 
 

 ・県税や地方交付税等の一般財源について、前年度 
  

  同水準を確保 
  

■持続可能な行財政運営の確保 
  

 ・中期行財政経営プラン<期間29～33年度>に定めた 
 

    財源対策（財政調整基金・県債管理基金取崩額 
 

  １０億円）の範囲内で収支不足に対応 
 

 

２０９億円 

１ 

 
■歳出規模  ５，７５２億円（△１２０億円） 
  ・新政策関連予算、社会保障関係費の確保 
  ・２７年度大規模事業終了に伴う減 

    ・国体開催（△６９億）  

    ・紀勢自動車道（田辺～すさみ）の開通（△６５億） 

   
■新行革プラン（改定版）の堅持 
  ・財調・県債基金を取り崩すことなく、収支不足額 
   （歳出歳入差引）は「ゼロ」円となり、プラン想定より   
   も８５億円改善 
  ・財調・県債基金の残高  ２１９億円 

       （プランよりも１１９億円改善） 
 

565,527,301 553,499,357 ▲ 12,027,944 ▲ 2.1
5,535 ▲ 120

991,372

552,507,985

 
■歳出規模  ５，６５５億円（△９７億円） 
  ・新政策関連予算、社会保障関係費の確保 
  ・京奈和自動車道（岩出～和歌山）の開通（△４９億円） 

  ・大規模な建替事業の減  

    消防学校（△２５億円）、新宮警察署（△２２億円） 

   
■持続可能な行財政運営の確保  
  ・財調・県債基金を取り崩すことなく、 
   収支不足額を「ゼロ」円に抑制 
  ・平成29年度から新たに 
   『中期行財政経営プラン』 ＜期間29～33年度＞ 

   を定め、財政の健全性を確保 
 

※財政調整基金繰入金（１０億円）を除く 
※中期行財政経営プランの想定：30年度末両基金残高計２０８億円 

H14 5512億 

ポイント 
P 



２．歳入のポイント（自主財源、依存財源） 

◆自主財源  ２，３１２億円  （対前年度 △１９億円、 △０．８％） 

   県     税     ９２７億円（対前年度 ＋１１億円、 ＋１．２％） 

   諸   収   入      ８５５億円（対前年度 △９２億円、 △９．７％） 

   そ   の   他    ５３０億円（対前年度 ＋６２億円、＋１３．２％） 

     ※その他（地方消費税清算金、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金） 

◆依存財源  ３，２２３億円   （対前年度△１０１億円、 △３．０％） 

   地 方 交 付 税  １，６５３億円（対前年度 △２４億円、 △１．４％） 

   国 庫 支 出 金    ７１０億円（対前年度 △１７億円、 △２．３％） 

   県     債    ６９６億円（対前年度 △５６億円、 △７．５％） 

     ※うち臨時財政対策債  ２３０億円 （対前年度 △１０億円、△４．２％） 

   そ  の  他    １６４億円（対前年度  △５億円、 △２．８％） 

     ※その他（地方譲与税、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金） 
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（億円） 自主財源と依存財源の推移（当初予算ベース） 自主財源 

依存財源 
5,752 5,655 5,535 5,681 5,872 

自主財源 

 構成比41.8% 

（対前年度+0.6%） 

２ 

増減 率 構成比 前年 今年
自主 2,312 ▲ 19 ▲ 0.8 41.8 233,076,218 231,181,401 ▲ 1,894,817
県税 927 11 1.2 91,639,000 92,702,000 1,063,000
諸収入 855 ▲ 92 ▲ 9.7 94,612,077 85,460,228 ▲ 9,151,849
その他 530 62 13.2 46,825,141 53,019,173 6,194,032

依存 3,223 ▲ 101 ▲ 3.0 58.2 332,451,083 322,317,956 ▲ 10,133,127
交付税 1,653 ▲ 24 ▲ 1.4 167,700,000 165,300,000 ▲ 2,400,000
国庫支出 710 ▲ 17 ▲ 2.3 72,655,483 71,002,256 ▲ 1,653,227
県債 696 ▲ 56 ▲ 7.5 75,203,600 69,599,700 ▲ 5,603,900
その他 164 ▲ 5 ▲ 2.8 16,892,000 16,416,000 ▲ 476,000

5,535 ▲ 2.1 565,527,301 553,499,357 ▲ 12,027,944
その他の内訳
譲与税 16,283,000 15,774,000 ▲ 509,000
特例交付金 339,000 388,000 49,000
交通安全 270,000 254,000 ▲ 16,000

565,527,301 553,499,357

臨財債 230 ▲ 10 ▲ 4.2 24,000,000 23,000,000 ▲ 1,000,000

前年比 

△0.8% 

前年比 

△3.0% 

依存財源 

 構成比58.2% 

（対前年度△0.6%） 
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県民税（個人） 法人二税 地方消費税 

自動車税 軽油＋その他 

 （１）県税収入 

 主な税目の状況 

  ・県民税（個人）        ３０９億円  

     （対前年度 ＋６億円、＋２．１％） 

  ・法人二税(県民税(法人)及び法人事業税) ２０５億円 

     （対前年度＋１６億円、＋８．２％） 

  ・地方消費税(※)           １８８億円 

     （対前年度△１２億円、△６．１％） 

  ・自動車税             １１０億円 

     （対前年度 ＋１億円、＋０．６％） 

  ・軽油引取税              ５６億円 

      （対前年度 ＋０億円、＋０．０％） 

  ・その他                ５９億円 

      （対前年度 ＋０億円、＋０．４％） 
  

  

○県税収入  ９２７億円（対前年度＋１１億円、＋１．２％） 
 

     最近の経済情勢等(※）から、県民税（個人）・法人二税等の増収を見込む 

                (※)県民給与所得及び企業収益に関する増加見通しなど                        

927 

830 

926 948 916 

３ 

  県民税（個人） 

  法人二税 

  自動車税 

地方消費税 

軽油＋その他 

県税収入の推移(当初予算ベース） （億円） 

P 

増減 率 前年 今年 書込用増減
個人 309 6 2.1 30,258 30,898 640
法人　県民 3.5 2,887 3,239 352 3.5
法人　事業 12.1 16,083 17,292 1,209 12.1
法人２税 205 16 8.2 18,970 20,531 1,561
自動車 110 1 0.6 10,936 11,002 66
地方消費 188 ▲ 12 ▲ 6.1 20,063 18,834 ▲ 1,229
軽油 56 0 0.0 5,569 5,571 2

927 11 1.2 91,639 92,702 1,063
その他 59 0 0.4 5,843 5,866 23
グラフ 115

114 0 0.2 11,412 11,437 25

億円 ％
譲渡割 147 ▲ 2.9 ▲ 1.9 15,018 14,728 ▲ 290 -2.9
貨物割 41 ▲ 9.4 ▲ 18.6 5,045 4,106 ▲ 939 -9.4

配当割 15 ▲ 3.0 ▲ 16.8 1,790 1,490 ▲ 300 -3.0
株式譲渡 13 4.6 54.0 848 1,306 458 4.6
均等・所得 281 4.8 1.7 27,620 28,102 482 4.8

県民税利子割 4 ▲ 0.6 ▲ 14.3 435 373 ▲ 62 -0.6
不動産 17 ▲ 1.0 ▲ 5.7 1,822 1,719 ▲ 103 -1.0
自動車取得 14 2.3 20.1 1,147 1,377 230 2.3
個人事業 10 0.2 2.3 982 1,005 23 0.2
たばこ 11 ▲ 0.3 ▲ 3.0 1,093 1,060 ▲ 33 -0.3

消費税 188 ▲ 12 ▲ 6.1 20,063 18,834 ▲ 1,229 -12.3
精算　入 336 38 12.7 29,794 33,564 3,770 37.7
精算　出 ▲ 184 11 ▲ 5.8 ▲ 19,538 ▲ 18,405 1,133 11.3
交付金 ▲ 169 ▲ 19 12.6 ▲ 14,966 ▲ 16,851 ▲ 1,885 -18.9

171 18 11.7 15,353 17,142 1,789 17.9
15160 16997
30,319 33,993

30 ▲ 4,710 ▲ 1,692 3,018

H29の113

１調整

789 829 927 949

その他 119 120 124 118
地方消費 129 149 225 219
自動車 114 113 112 111
法人 147 158 174 183
個人 280 289 292 318

その他 11,870,000 11,968,000 12,388,000 11,792,000

地方消費 12,938,000 14,945,000 22,464,000 21,875,000

自動車 11,387,000 11,299,000 11,180,000 11,064,000

法人 14,666,000 15,815,000 17,353,000 18,281,000

個人 27,966,000 28,926,000 29,236,000 31,798,000

25 26 27 28
県　　民　　税 32,259,000 33,580,000 33,656,000 35,172,000

　（個　人　分） 27,966,000 28,926,000 29,236,000 31,798,000

　（法　人　分） 3,504,000 3,678,000 3,539,000 2,857,000
　（利 子 割 分） 789,000 976,000 881,000 517,000
事  　業  　税 11,998,000 13,003,000 14,786,000 16,466,000

  ※上記以外計５９億円（対前年度＋０億円、＋０．４％）  
  （県民税（利子割）不動産取得税、自動車取得税、個人事業税ほか） 

        

※地方消費税清算金及び市町村交付金を加味した実質的な地方消費税収入 

 は171億円（対前年度＋18億円） 



 （２）地方交付税・臨時財政対策債 

○地方交付税・臨時財政対策債  １，８８３億円 

                  （対前年度△３４億円、△１．８％） 
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（億円） 地方交付税及び臨時財政対策債の推移（当初予算ベース） 

臨時財政対策債 

地方交付税 

1,917 1,883 1,931 1,867 

 地方交付税  １，６５３億円 

 （対前年度△２４億円、△１．４％） 

 臨時財政対策債   ２３０億円 

 （対前年度△１０億円、△４．２％） 

４ 

1,901 

191,700 188,300 ▲ 3,400 ▲ 1.8
167,700 165,300 ▲ 2,400 ▲ 1.4
24,000 23,000 ▲ 1,000 ▲ 4.2

地財
203,750 199,950 ▲ 3,800 ▲ 1.9
163,298 160,085 ▲ 3,213 ▲ 2.0
40,452 39,865 ▲ 587 ▲ 1.5

決見
195,347 188,300 ▲ 7,047 ▲ 3.6
172,176 165,300 ▲ 6,876 ▲ 4.0
23,171 23,000 ▲ 171 ▲ 0.7

   ※県税等の増などにより、地方交付税・臨時財政対策債は減の見込み 



 （３）県債（県債残高） 
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H26（決算） H27（決算） H28（決算） H29（見込） H30（予算） 

6,045 6,066 6,094 6,270 6,242 

330 325 366 378 433 

3,486 3,608 3,676 3,733 3,775 

（億円） 年度末県債残高の推移 

通常債 行革債・退手債 臨財債 

10,382 10,136 9,999 10,450   9,861 

５ 

県債 466 ▲ 46 ▲ 9.0 51,203.6 46,599.7 ▲ 4,604
通常債 388 ▲ 51 ▲ 11.6 43,903.6 38,799.7 ▲ 5,104
行革債 40 3 7.3 3,700 3,970 270 行革
退手債 38 2 6.4 3,600 3,830 230 退手

依存度 8.4 ▲ 0.7 9.1

24,000 23,000
県債＋臨 696 ▲ 56 ▲ 7.5 75,203.6 69,599.7 ▲ 5,604

依存度 12.6 ▲ 0.7 13.3

565,527 553,499

県債残高 6,675 26 0.4 664,858.180 667,498.035 2,640
通常債 6,242 ▲ 28 ▲ 0.4 627,012.166 624,193.802 ▲ 2,818
行革・退手 433 55 14.4 37,846.014 43,304.233 5,458

合計 10,450 68 0.7 1,038,178.890 1,045,024.855 6,846
臨財 3,775 42 1.1 373,320.710 377,526.820 4,206

住基人口
67.8 万円/人 984689 664,858.180 667,498.035

○県債（臨財債除き） 

 ４６６億円 （対前年度△４６億円（※）、△９．０％） 

           （※）うち わかやま中小企業元気ファンドの再造成分△６６億円 

 【内訳】 通常債３８８億円、行革債４０億円、退手債３８億円 

 ◎県債依存度 ８．４％（対前年度△０．７％) 

■臨財債含む県債合計 

 ６９６億円 （対前年度△５６億円、△７．５％）    

 ◎県債依存度 １２．６％（対前年度△０．７％） 

 ※当初予算時発行額推移 ㉖８６２億円、㉗８９９億円、㉘８２３億円、㉙７５２億円、㉚６９６億円 

○県債残高（臨財債除き）＜３０年度末見込＞ 

  ６，６７５億円（対前年度末＋２６億円、＋０．４％） 

    【内訳】 通常債６，２４２億円、行革債・退手債計４３３億円 

  ※臨財債除きの県民一人あたり県債残高６８万円（対前年度＋１万円） 

 

 

 

 

 

 

 

■臨財債含む県債残高＜３０年度末見込＞ 

  １兆４５０億円（対前年度末＋６８億円、＋０．７％） 

・臨財債（平成１３年度から発行）の残高は増加の見込み 

 （３０年度末見込３，７７５億円、対前年度末＋４２億円、＋１．１％） 

 ※臨財債は、後年度に元利償還額全額が地方交付税措置の対象となる 

※臨財債：臨時財政対策債、行革債：行政改革推進債、退手債：退職手当債 

通常債△51億  （うち元気ファンド造成分 △66億） 

元気交付金の活用 

㉕62億 ㉖89億 
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（億円） 臨財債を除く県債発行額の推移（当初予算ベース） 

通常債 行革債 退手債 

512 
466 

522 

639 
583 

（２９積算）6,614億／994,317人（H28.1.1住基）＝67億円 984,689

元金 新規 差引

償還 借入 残高

通常債 417 388 ▲ 29
行革債 2 40 38
退手債 21 38 17

臨財除き 440 466 26

臨財債 188 230 42

合計 628 696 68



 （４）基金繰入金、その他の歳入 
 

○基金繰入金  ７７億円 （対前年度△４億円、△４．４％） 
 

 
〔主な基金の繰入額〕 

 
・地域医療介護総合確保基金  １６億円（対前年度△１１億円） 
・地域振興基金       １６億円（対前年度 ＋１億円） 
・産業開発基金       １５億円（対前年度 ＋４億円） 
・財政調整基金（収支不足の補てん）１０億円（皆増） 

基金名
２９年度末

残高見込

３０年度末

残高見込
増減

財政調整基金 41 31 △10

県債管理基金 178 178 0

地域医療介護総合確保基金 44 40 △4

地域振興基金 41 24 △16

産業開発基金 52 38 △14

国民健康保険財政安定化基金 23 （※） △23

※特別会計所管の基金に変更

    29年度末残高見込は29年度２月補正後ベース

    30年度末残高見込は30年度当初予算ベース

主な基金の残高の推移 〔単位：億円〕

○その他の歳入  ２，１８２億円 

  （対前年度△４７億円、△２．１％） 

〔主なもの〕 
 

 諸収入      ８５５億円（△９２億円（※）） 

    （※）うち わかやま中小企業元気ファンドの返戻分△６６億円 

 国庫支出金    ７１０億円（△１７億円） 

 地方消費税清算金 ３３６億円（＋３８億円） 

 地方譲与税    １５８億円（△ ５億円）      

                    ほか 

６ 

（単位：億円）
Ｈ２６末
残高

Ｈ２７末見込
（２月補正後）

Ｈ２８
取崩

Ｈ２８末
見込

財政調整基金 41 41 － 41

県債管理基金 177 177 － 178

計 218 218 － 219

※財政調整基金及び県債管理基金の状況

県税 91,639,000 92,702,000 1,063,000
交付税 167,700,000 165,300,000 ▲ 2,400,000
県債 75,203,600 69,599,700 ▲ 5,603,900
基金繰入 77 ▲ 4 ▲ 4.4 8,035,190 7,678,982 ▲ 356,208
その他 2,182 ▲ 47 ▲ 2.1 222,949,511 218,218,675 ▲ 4,730,836

565,527,301 553,499,357

「ほか」で規模が次に大きいもの 

使用料・手数料 65（△1）、分担金・負担金11（＋1） 

P 

諸収入 855 ▲ 92 94,612,077 85,460,228 ▲ 9,151,849
国庫 710 ▲ 17 72,655,483 71,002,256 ▲ 1,653,227
地方消費 336 38 29,794,000 33,564,000 3,770,000
地方譲与 158 ▲ 5 16,283,000 15,774,000 ▲ 509,000

P H30積立額に利子あり 

財調  2.9百万円 

県債12.4百万円 

H29末→H30末△79億（①＋②＋③） 

①基金の取崩 左記の△77億 

②基金の積立 ＋20億   

 ・医療介護総合確保基金12億 

 ・福祉対策等基金(超過課税分)4億 

 ・紀の国森づくり基金3億 

③所管替 国保財政安定化基金△23億 

国保と企業立地 

削除 

 基金残高（見込） 
   （一般会計所管の基金総額見込） 

   平成２９年度末７５４億円   

⇒ 平成３０年度末６７５億円 
 



３．歳出のポイント（義務的経費、政策的経費） 

◆義務的経費 ２，２８４億円（対前年度△５６億円、△２．４％、構成比４１．３％） 

  人 件 費 １，４０１億円（対前年度  ＋４億円、＋０．３％） 

  公 債 費   ７１１億円（対前年度 △６６億円、△８．５％） 

  扶 助 費   １７２億円（対前年度  ＋６億円、＋３．４％） 

◆政策的経費 ３，２５１億円（対前年度△６４億円、△１．９％、構成比５８．７％） 

  投資的経費 １，０６３億円（対前年度 ＋３６億円、＋３．５％） 

  そ の 他 ２，１８８億円（対前年度△１０１億円、△４．４％） 

   （補助費等、積立金、貸付金、維持補修費・繰出金等） 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H26 H27 H28 H29 H30

1,422 1,406 1,412 1,397 1,401 

726 732 727 776 711 

149 164 164 167 172 

1,178 1,246 1,155 1,026 1,063 

2,206 2,323 2,294 2,289 2,188 

(億円） 

その他 

投資的経費 

扶助費 

公債費 

人件費 

5,655 5,535 5,681 5,872 

投資的経費 

扶助費 

公債費 

人件費 

７ 

その他 

5,752 

2,284 ▲ 56 ▲ 2.4 41.3 233,996,019 228,409,459 ▲ 5,586,560
人件費 1,401 4 0.3 139,679,535 140,094,032 414,497
公債費 711 ▲ 66 ▲ 8.5 77,636,561 71,067,523 ▲ 6,569,038
扶助費 172 6 3.4 16,679,923 17,247,904 567,981

3,251 ▲ 64 ▲ 1.9 58.7 331,531,282 325,089,898 ▲ 6,441,384
投資的経費 1,063 36 3.5 102,645,417 106,268,183 3,622,766
その他 2,188 ▲ 101 ▲ 4.4 228,885,865 218,821,715 ▲ 10,064,150

合計 5,535 ▲ 120 565,527,301 553,499,357 ▲ 12,027,944

義務的経費と政策的経費の推移（当初予算ベース） 



 （１）人件費 

○人 件 費  １，４０１億円（対前年度＋４億円、＋０．３％） 

  経常人件費（一般職）１，２０１億円（対前年度△０億円、△０．０％） 

   退 職 手 当     １５１億円（対前年度＋２億円、＋１．５％） 

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

H26 H27 H28 H29 H30

1,215 1,200 1,205 1,201 1,201 

163 
163 161 149 151 

44 
43 46 

47 49 

（億円） 
人件費の推移（当初予算ベース） 経常人件費(一般職) 退職手当 その他 

1,406 1,412 1,397 1,401 
1,422 

８ 

人件費 139,679,535 140,094,032 414,497 0.3
経常人件費120,116,026 120,104,051 ▲ 11,975 ▲ 0.0
退手 14,879,420 15,098,880 219,460 1.5
その他 4,684,089 4,891,101 207,012 4.4

P 



 （２）公債費 

○公 債 費  ７１１億円（対前年度△６６億円、△８．５％） 

    わかやま中小企業元気ファンド満期償還（６６億円）の皆減等による減 

     上記を除いた公債費は対前年度と同水準 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

H26 H27 H28 H29 H30

593 607 614 
680 

628 

133 125 113 
96 

83 

（億円） 公債費の推移（当初予算ベース） 
元金 利子 

727 

776 

711 726 732 

９ 

P 

77,636,561 71,067,523 ▲ 6,569,038 ▲ 8.5
6,580,000

71,056,561 71,067,523 10,962 0.0



 （３）投資的経費 

〔主な増減要因〕 

 普通建設補助  ６４２億円 
 （対前年度△４億円、△０．６％） 

  うち 大規模建築物の耐震化促進 △８億円 

 普通建設単独  ２００億円 
 （対前年度△１０億円、△４．６％） 

  うち 県立医科大学薬学部設置 ＋３億円 

     警察施設耐震改修 △４億円 

     和歌山下津港湾事務所庁舎建替 △２億円  

 直轄負担金   １３６億円  
 （対前年度＋４４億円、＋４７．７％） 

  うち 直轄道路事業負担金(※１) ＋１４億円 

     国営事業等負担金(※２)  ＋２８億円 
      ※１すさみ串本道路など国が直轄施行する道路整備等に対する県負担金 

    ※２国営大和紀伊平野土地改良事業に係る地元負担金（県が徴収し国 

                  に支払）を含む        
 

 災害復旧     ８５億円 
 （対前年度＋６億円、＋７．６％） 

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

H26 H27 H28 H29 H30

627 
730 

642 646 642 

296 

235 

294 
210 200 

158 

202 

139 

92 136 

97 

78 

80 

79 
85 

（億円） 
投資的経費の推移（当初予算ベース） 

普通建設補助 普通建設単独 国直轄 災害復旧 

○投資的経費  １，０６３億円（対前年度＋３６億円、＋３．５％） 

1,026 
1,063 

1,178 

１０ 

1,246 

1,155 

普補助分 642 ▲ 4 ▲ 0.6 64,596,628 64,194,396 ▲ 402,232
普単独分 200 ▲ 10 ▲ 4.6 20,975,897 20,012,346 ▲ 963,551
普国直轄負担金136 44 47.7 9,214,315 13,608,640 4,394,325
災害復旧 85 6 7.6 7,858,577 8,452,801 594,224

1,063 102,645,417 106,268,183
0 0

投資的経費 1,063 36 3.5 102,645,417 106,268,183 3,622,766
106268183

Ｈ２９ 

Ｈ２８ 

災害復旧の直轄
負担金H29H30と

もないか確認 

当該収入見合いが+30億 

事業費増減は+28億 



 （４）その他の歳出 

○その他  ２，１８８億円（対前年度△１０１億円、△４．４％） 

 うち 補 助 費 等   １，１４９億円（対前年度 △３９億円、 △３．３％） 

    積 立 金        ２０億円（対前年度 △２５億円、△５５．２％） 

              貸 付 金       ７６０億円（対前年度△１０５億円、△１２．１％） 

    繰出金・維持補修費等  ２５９億円（対前年度 ＋６８億円、＋３５．６％） 

〔主な増減要因〕 
 補 助 費 等 
  ○後期高齢者医療費支給       １１４億円（対前年度＋７億円） 
  ○子ども・子育て支援         ３０億円（対前年度＋４億円） 
  ○在宅育児支援【新規】         ２億円（皆増） 
 ○諸支出金（地方消費税清算金・地方消費税交付金など） 

                    ３８３億円（対前年度＋９億円） 
 ○国保財政調整交付金等    ０円（皆減、対前年度△７４億円(※)） 
     ※国保特会新設に伴う繰出金への振替 
  

  積 立 金 
  ○国民健康保険財政安定化基金０円（皆減、対前年度△１７億円(※)）         

       ※国保特会所管の基金に変更 
 

 貸 付 金 
  ○地域中小企業応援ファンド（※わかやま中小企業元気ファンド再造成分） 

               ０円（皆減、対前年度△６６億円） 
 ○中小企業融資制度実施   ７４７億円（対前年度△３１億円） 
 

 繰 出 金 
  ○国保特会への国保保険給付費等交付金などの繰出６５億円（皆増(※)） 
   ※国保特会新設に伴う補助費等からの振替  

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H26 H27 H28 H29 H30

1,064 
1,262 1,233 1,188 1,149 

22 

24 36 45 20 

945 
857 841 865 

760 

175 
180 184 191 

259 

（億円） 

その他の歳出の推移 
（当初予算ベース） 

補助費等 積立金 貸付金 繰出金・維持補修費等 

2,289 
2,188 2,206 

１１ 

2,323 2,294 

P 

0
合計 2,188 ▲ 101 ▲ 4.4 228,885,865 218,821,715 ▲ 10,064,150 218821715
　補助費 1,149 ▲ 39 ▲ 3.3 118,843,226 114,945,581 ▲ 3,897,645 114889813
　積立金 20 ▲ 25 ▲ 55.2 4,451,907 1,996,174 ▲ 2,455,733 2051942
　貸付金 760 ▲ 105 ▲ 12.1 86,513,615 76,018,369 ▲ 10,495,246
　維持補修費・繰出金等259 68 35.6 19,077,117 25,861,591 6,784,474

　　うち諸支出金 383 9 2.5 37,336,456 38,275,584 939,128

19,077,117 25,861,591

146 物件費 14,421,483 14,646,736
36 維持 3,468,519 3,552,002
0 投資 5,901 5,901

75 繰出 981,214 7,456,952
2 予備費 200,000 200,000

114945581
1996174

※国民健康保険特別会計新設に伴う対前年度の影響額 
 補助費等△７４億円（市町村補助等が繰出金に振り替わり減） 
 繰出金 ＋６５億円（一般会計からの特別会計繰出金になり増） 

※国保特会：国民健康保険特別会計 



４．社会保障と税の一体改革による影響 

＜参考> 社会保障と税の一体改革による影響（県負担額ベース） 

  地方消費税の引上げによる増収分については、全て社会保障費の財源として活用 

 

  【歳入】 ７０億円 

   地方消費税の引上げによる税収等の増             ７０億円 

   

  【歳出】 ７０億円 

   ○社会保障の充実                      ２６億円 

    ・子ども・子育て支援の推進等          ９億円 

    ・低所得者の国民健康保険料の軽減      ４．５億円 

    ・市町村国民健康保険に対する財政支援の強化 ４．５億円 

    ・難病患者等に係る安定的制度の確立     １．５億円 

    ・低所得者の介護保険料の軽減強化        １億円 など 

   ○消費税増税に伴う社会保障費の増（診療報酬・介護報酬改定等）  ５億円 

   ○社会保障の安定化（自然増等）              ３９億円  

１２ 



５．財政収支見通し（平成３０年度当初予算反映後） 

（試算の条件） 
 ○平成３０年度当初予算案をベースとして、内閣府の「中長期の経済財政に関する試算」等により一定の条件を仮定し、伸び率 
  を乗じるなどして機械的に試算。 
 ○現時点で判明している状況を基に試算したものであり、国の財政運営の動向や今後の経済情勢などにより大幅に変わりうる。 
 ○本収支見通しは、毎年、当初予算編成時に更新する。 

１３ 

※表示未満四捨五入の関係で合計が一致しない箇所あり

  歳　　　出　　（Ａ） 5,655 5,535 5,587 5,822 5,661

1,397 1,401 1,376 1,348 1,320

 経常人件費 1,209 1,209 1,191 1,179 1,166
 退職手当 149 151 143 127 112

776 711 769 753 777

1,026 1,063 1,047 1,223 1,001

2,456 2,361 2,396 2,499 2,563
  社会保障関係経費 603 609 630 660 684

  歳　　　入　　（Ｂ） 5,582 5,447 5,479 5,710 5,595

916 927 952 1,043 1,110

1,917 1,883 1,871 1,878 1,905

727 710 675 690 670

439 388 442 568 419

1,583 1,539 1,538 1,531 1,490

73 88 108 113 66

36 38 31 17 4

37 40 55 82 44

0 10 22 14 19

219 209 187 173 154

平成３３年度

退手債・行革債 発行前の収支不足額（Ａ-Ｂ）　【１】

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度

退手債 発行予定額　【２】

見 　込　 額

  人　件　費

  公　債　費

  投資的経費

  その他支出

  県　　　税

当初予算額 当初予算額 見 　込　 額 見 　込　 額

  地方交付税・臨時財政対策債

  国庫支出金

  県債（臨財債・退手債・行革債を除く）

  その他収入

（単位：億円）

行革債 発行予定額　【３】

最終収支不足額　【１-２-３】

財調・県債基金 年度末残高（見込）


